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横 情 審 答 申 第 2 7 0号 

平 成 1 5年 ９ 月 2 5日 
 

 

 横浜市長 中 田 宏 様 

 

 

                    横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

                       会 長   三 辺 夏 雄 
 

 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第29条第１項の規定に 

基づく諮問について（答申） 

 

 

 平成14年６月20日建北指第1148号による次の諮問について、別紙のとおり答申します。 

 

 

「確認番号第H11認建横北002787号建築確認申請中の「概要・外部仕上げ

表」」及び「工事監理者及び工事施工者選任届（平成12年５月11日受付）

に添付された「工事請負契約書」の写し」の個人情報開示決定に対する異

議申立てについての諮問 

 



 

－１－  

別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市長が、「確認番号第H11認建横北002787号建築確認申請中の「概要・外部仕

上げ表」」及び「工事監理者及び工事施工者選任届（平成12年５月11日受付）に添付

された「工事請負契約書」の写し」の個人情報を全部開示とした決定は、妥当ではな

く、対象外とした部分については、異議申立人の個人情報として対象としたうえで、

改めて開示、非開示の判断をすべきである。 

２ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、「確認番号第 H11 認建横北 002787 号建築確認申請中の

「概要・外部仕上げ表」（以下「文書１」という。）及び工事監理者及び工事施工者

選任届（平成 12 年５月 11 日受付）に添付された「工事請負契約書」の写し」（以下

「文書２」という。）（以下文書１及び文書２を「本件申立文書」という。）の個人

情報本人開示請求に対し、横浜市長（以下「実施機関」という。）が平成 13 年 12 月

12 日付で行った開示決定の取消しを求めるというものである。 

３ 実施機関の処分理由説明要旨 

本件申立文書は、横浜市個人情報の保護に関する条例（平成12年２月横浜市条例第

２号。以下「条例」という。）第20条第１項に該当するため全部を開示したものであ

って、対象外とした部分及びその理由は、次のように要約される。 

(1)  文書１について 

   文書１は、第三者が申請者となっている建築確認申請書に添付された行政文書で

あり、文書１に記録された建築主名は、設計者、工事監理者である事業者が記載し

てきたもので、実際の建築主については、当該建築確認申請書に記載された第三者

であると解釈する。 

   したがって、文書１の建築主名をもって共有名義とは断定できず、文書１の公に

されている工事名称欄を除く他の情報については、建築確認申請者である第三者の

個人情報と判断し、異議申立人（以下「申立人」という。）の個人情報には該当せ

ず対象外とした。 

(2) 文書２について 

   文書２は、申立人を含む発注者と第三者である工事請負者及び工事監理者の間で
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締結されたものである。本来契約の締結は、契約者お互いの意思を表示する行為で

あることから、申立人以外の発注者、工事請負者及び工事監理者である第三者が意

思を表示したという当該第三者の情報と判断し、申立人の個人情報には該当せず、

対象外とした。 

４ 申立人の開示決定に対する意見 

申立人が、異議申立書、意見書及び意見陳述において主張している本件申立文書の

開示決定に対する意見は、次のように要約される。 

(1)  異議申立てに係る処分を取消すとの決定を求める。 

(2)  文書１のうちの対象外とした部分（建築主名を除く）及び文書２のうちの対象外

とした部分（発注者名を除く）については、私の個人情報であるので開示すべきで

ある。 

(3) 実施機関の対象外とした部分及び理由には「文書１に記録された建築主名は、設

計者、工事監理者である事業者が記載してきたもので」と明記されているが、文書

１には、建築主は、「○○○○○○○○○」と書いてあるので、建築主は「○○○

○○○○○○」である。処分理由説明書に書いたのは間違いであって、この間違い

をどういう理由で書いたのか。 

(4)  文書１は○○○○の個人情報では、すべて開示されているのであるから、私にも

すべてを開示すべきである。 

(5) 文書１は、確認申請の時に出した書類である。すでに○○○○○○○の共有であ

ることは、確認申請の時に判断できる。そして、文書２でも共有であることは発注

者欄を見ればわかることである。 

(6)  実施機関から提出された処分理由説明には、「文書１の建築主名をもって共有

名義とは断定されず」と明記されているが、土地を購入した時に、税務署に相談し

た結果、土地も共有名義であり、税務署の方と私の残りのお金は家の分として使う

よう決めて、すでに使われている。資産について実施機関から尋ねられたことは一

度もないのに、どうして、断定したのか分からない。 

(7) 開示された文書２には、発注者○○○○と明記されてあり、また、工事現場には

工事許可の看板が出されたものであり、一般に請負者・監理者は公開されたもので

あって、請負工事契約書で非開示とする理由はない。 

５ 審査会の判断 

 (1) 建築確認申請等に関わる事業について 
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横浜市建築局北部建築事務所では、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下

「法」という。）の定めにより、建築物の建設等を行う建築主から工事着手前に提

出された建築確認申請書を受理し、当該建築物の計画が法及び関係法令等の基準に

適合しているか、建築主事が書類審査を行い、また、工事が着手された後も適法に

建設されているかを確認するため、検査申請書（中間・完了検査）等の検査申請図

書の受理と現場検査を行っている。 

 (2) 本件申立文書について 

本件申立文書は、法第６条第１項により、建築主より提出された建築確認申請書

に添付された概要・外部仕上げ表及び横浜市建築基準条例（昭和35年10月横浜市条

例20号。以下「建築基準条例」という。）第56条の４により、建築主より提出され

た工事監理者及び工事施工者選任届に添付された工事請負契約書の写しであること

が認められる。 

  ア 文書１について 

文書１には、工事名称、敷地状況、構造・規模、面積、床面積、外部金物、外

部仕上げ、その他の工事範囲等が記録されている。 

イ 文書２について 

文書２は、発注者住所・氏名・印影、請負者住所・氏名・印影、工事名、工事

場所、工期、引渡の時期、請負代金額、工事価格、請負代金の支払い、監理者住

所・氏名・印影等が記録されている。 

(3) 対象となる個人情報について 

ア 条例第２条第２項では、「この条例において「個人情報」とは、個人に関する情

報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るものをいう。」と規定して

いる。 

 「特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」とは、個人の住所、氏名等に

より、ある情報が特定の個人に関するものであるかが分かるもの、又は氏名等の記

載がなくても当該記録の内容から、またその情報と他の情報を組み合わせることに

より、特定の個人が識別され得るものをいうものである。 

イ 実施機関は、文書１に記録された建築主名は、設計者、工事監理者である事業

者が記載してきたもので、実際の建築主については、当該建築確認申請書に記載

された第三者であり、工事名称、建設地、申立人に係る建築主名、住所、電話番

号、主要用途、工事種別、工期等が記録されている工事名称欄について申立人の
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個人情報とし、その他の部分については、建築確認申請者である第三者の個人情

報と判断し、申立人の個人情報には該当せず対象外としたとしている。 

  ウ また、文書２は、申立人を含む二人の発注者と第三者である工事請負者及び工

事監理者の間で締結されたものであり、申立人以外の発注者、工事請負者及び工

事監理者である第三者が意思を表示した部分については、当該第三者の情報と判

断し、申立人の個人情報には該当せず、対象外としたとしている。 

エ 文書１は、実施機関が説明するように、設計者、工事監理者である事業者が記

載したものであると認めることができ、当該事業者が建築主について、申立人と

他の第三者を連名とした背景には、文書２において、申立人と他の第三者が連名

で当該工事請負契約書に記名押印していることに所以していると考えられる。 

  したがって、文書２により、申立人が当該建築物の工事発注者のひとりである

ということが明らかであり、文書１は、申立人と他の第三者が発注した当該建築

物の概要・外部仕上げに関する情報が記録されているのであるから、文書１全体

が、当該第三者の個人情報であるとともに、申立人の個人情報でもあると認めら

れる。 

オ 文書２は、申立人を含む二人の発注者と請負者、監理者とが合意に至った意思

表示の内容について文書化した契約書であり、通常、契約の当事者がそれぞれ保

有しているものであり、申立人以外の発注者、工事請負者及び工事監理者である

第三者が意思を表示した部分についても、当該第三者の情報であるとともに、申

立人の個人情報でもあり、文書２全体が申立人の個人情報であると認められる。 

カ したがって、本件申立文書のうち、実施機関が対象外とした部分については、

申立人の個人情報として対象としたうえで、条例第17条各号に定める非開示事由

に該当するか否かの判断をすべきである。 

 (4) 結 論 

以上のとおり、実施機関が本件申立文書のうち対象外とした部分を除いて、個人

情報全部開示とした決定は、妥当ではなく、対象外とした部分については、申立人

の個人情報として対象としたうえで、改めて開示、非開示の判断をすべきである。 
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《 参  考 》 

審  査  会  の  経  過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

平 成 1 4 年 ３ 月 ８日 ・実施機関から諮問書及び一部開示理由説明書を受理 

平成 1 4 年３月 2 2 日 
（第266回審査会） 

・諮問の報告 

平成 1 4 年６月 2 7 日 ・異議申立人から意見書を受理 

平 成 1 5 年 3 月 1 3 日 
(第280回審査会) 

・部会で審議する旨決定 

平成 1 5 年４月 1 8 日 
(第10回第一部会) 

・審議 

平 成 1 5 年 5 月 1 6 日 
(第12回第一部会) 

・実施機関から事情聴取 
・審議 

平 成 1 5 年 6 月 ６ 日 
(第13回第一部会) 

・審議 

平 成 1 5 年 ７ 月 ４日 
(第15回第一部会) 

・異議申立人から意見聴取 
・審議 

平 成 1 5 年 ８ 月 1 日 
(第17回第一部会) 

・審議 

平成 1 5 年８月 2 0 日 
(第18回第一部会) 

・審議 

 


